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総合評価指標 （現況値） （目標値）

Ⅰ 公共交通の県民満足度 56％ 60％
Ⅱ 県民一人当たりの

公共交通利用回数 243回 250回
Ⅲ 公共交通分担率 21％ 25％

重点方針指標 （現況値） （目標値）

Ⅰ 地域公共交通計画
策定市町数 17市町 41市町

Ⅱ 地域公共交通利便増進
事業認定事業数 0事業 5事業

Ⅰ 公共交通の維持・確保について  

１ 「ひょうご公共交通 10 カ年計画」の推進 
（１）「ひょうご公共交通 10 カ年計画(2021-2030)」の改定 

① 改定の趣旨 
「ひょうご公共交通 10 カ年計画」は、平成 25 年３月に改定を行い、公共交通

の維持・活性化に向けた取り組みを進めてきたが、高齢者の運転免許返納の増加
による日常生活における移動手段確保の重要性の高まりや AI、IoT 等の技術革新
による新技術の台頭、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正等
の社会情勢の変化を踏まえ、令和３年３月に改定した。 

② 計画の位置づけ 
県の公共交通施策を推進していくうえでの指針 

③ 主な新規施策（全体は 50 の施策で構成） 
・「地域公共交通計画」の策定    【重 点 方 針】 
・市町域を越えるコミュニティバスの広域運行  【基本方針 1】 
・時差出勤等による利用分散の推進    【基本方針 3】 
・安全性向上のための鉄道設備整備、老朽化対策の推進 【基本方針 5】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ひょうご公共交通 10 カ年計画」の施策体系 



 

（２）「但馬地域公共交通計画」の策定 
① 計画策定の趣旨 

但馬地域では、通院・通学、買物・通院等の生活圏が複数の市町にまたがって
おり、地域公共交通計画において、幹線バス系統再編等の施策を検討する場合、
単独の市町だけでは調整が困難である。このため、県と但馬３市２町が作成主体
となり、交通事業者等とも連携し、地域公共交通活性化・再生法に基づく広域の
「地域公共交通計画」を策定する。計画の策定にあたっては、住民アンケートや
バス実証運行等により住民ニーズや利用実態を把握し、施策に反映する。 

② 計画の概要 
・計画策定主体 ： 県、但馬３市２町 
・計画期間   ： 10 年（令和４年～令和１３年） 

③ これまでの検討状況（令和２年度） 
・地域公共交通活性化協議会   ： 第１回(R2.11.10)､第２回(R3.3.24) 

・住民アンケート（R3.1.15～31） ： 5,000 世帯に郵送配布、回収率 41.6％ 
④ 令和３年度の主な予定 

・バス実証運行（７月頃）、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ（12 月）、計画策定（令和４年３月） 
・事業費    ： 8.8 百万円（負担割合 国 1/2、県１/4、市町 1/4） 
 

２ 地域公共交通の再編 

（１）地域公共交通の最適化 

地域公共交通は、鉄道が基幹、バスが補完する役割を担うことを基本としている。 

地域に密着したバスを中心とした公共交通ネットワークでは、地域の実情に応じた

路線バスの運行形態の見直しやｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの運行、自家用有償旅客運送等の活用､デマ

ンド型交通の導入等により､地域公共交通の最適化を図る。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加古川市における公共交通ネットワーク（バス） 

②かこバス
コミュニティバス
（定時定路線型）

③かこバスミニ
コミュニティバス(小型)
（定時定路線型）

④上荘くるりん号
自家用有償旅客運送

①神姫バス
路線バス

①神姫バス（路線バス）

②かこバス
（コミュニティバス）

③かこバスミニ
（コミュニティバス(小型)）

④上荘くるりん号
（自家用有償旅客運送）

⑤チョイソコ加古川
（デマンド型交通）

加古川市の公共交通ネットワーク（バス）

⑤チョイソコ加古川
デマンド型交通
(実証実験）



 

（２） コミュニティバスの広域運行の促進 

病院の統廃合・機能集約、スーパー、金融機関、高校学区再編等による生活圏の拡

大を踏まえたコミュニティバスの広域運行を支援する。 

 
 

 
 
福崎町・姫路市連携コミュニティバス｢ふくひめ号」の本格運行開始 

    
交通空白地の解消及び通勤アクセスの改善に向け市町域を超えて運行するコミ

ュニティバスの先進的な取組事例。 
実証実験の結果を踏まえ、より利用者のニ

ーズを反映した路線に見直し、令和３年４月１
日より本格運行を開始している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ MaaS（マース）の導入促進 

（１）MaaS 

地域や観光地における移動手段の確保･充実や公共交通の維持･活性化等の解決に 

資する MaaS の導入を促進する。 
※MaaS（Mobility as a Service）とは、鉄道やバス、タクシーなどの複数の交通手段を乗り継いで移

動する際、最適な移動ルートの検索～予約～支払を一度に行えるように する等により、利用者の利

便性を大幅に高めようとする考えのもとで提供するサービス。 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふくひめ号 路線図 

MaaS の概念図 

MaaS の基盤 

デマンド型乗合 
交通の実証実験 

標準的なﾊﾞｽ情報 
ﾌｫｰﾏｯﾄの整備 

二次元コード決済等の導入  



 

（２）地域の公共交通の乗換案内アプリへの対応 

①標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）の整備 

コミュニティバスの運行情報を Google Maps 等のスマートフォンアプリで検索可能

にすることにより公共交通の利便性を向上させるため、県及び県内全市町で構成する

「兵庫県地域公共交通 MaaS 推進協議会」を令和２年４月に立ち上げ、運行情報のデ

ータ整備、オープンデータ化に取り組んでいる。 

バス運行情報のデータ整備は、MaaS の普及に不可欠な基盤整備であり、データ整備

が遅れている県内のコミュニティバスを対象に積極的に支援を行っている。 

②令和２年度の取り組み 

以下の9市町において、オープンデータ化を実

施。これにより、Google Mapsにおいて経路検索

が行えるようになった。 

・神戸市（しおかぜ） 

・西宮市（ぐるっと生瀬） 

・猪名川町（ふれあいバス） 

・加古川市（かこバス、かこバスミニ） 

・加西市（ｺﾐﾊﾞｽねっぴ～号､はっぴーバス） 

・市川町（コミュニティバス） 

・赤穂市（市内循環バス） 

・佐用町（コミバス佐用） 

・丹波篠山市（コミュニティバス） 

③令和３年度の予定 

令和２年度に引き続き､運行情報のデータを 

整備（８市町予定） 

データ整備済み市町のコミュニティバスにつ

いても、ダイヤ改正や路線再編に合わせたデー

タ更新を随時実施していく。 

 

４ 鉄道に関する取組 

（１）安全・安心に向けた取組 

① 施設整備 

国や沿線自治体とともに、国庫補助事業を活用し、施設の整備を進めている。 

北近畿タンゴ鉄道では、老朽化した車両５両の更新などを進めている（H30〜R３） 

ア 神戸電鉄㈱ 

・事業内容 線路設備(レール交換)、電路設備(電柱)等の更新 

・事業費  427 百万円（Ｒ３） 

・負担割合 国 1/3、県 1/6、関係市※1/6、事業者 1/3 
※関係市 （神戸市・三木市・小野市・三田市） 

 

イ 北近畿タンゴ鉄道㈱ ※対象  宮津線 

・事業内容 車両更新、線路設備（枕木）、電路設備（通信柱）等の更新 

・事業費   561 百万円（Ｒ３） 

・負担割合 財政力指数が 0.46 以上の自治体（兵庫県、京都府、舞鶴市、福知山市） 

国 1/3、地方 2/3（事業者負担含む） 

財政力指数が 0.46 未満の自治体（豊岡市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町） 

国 1/2、地方 1/2 

※本県の負担割合：7.6％（府県按分）×1/2（県市按分）×1/3 

Google Maps での検索例 

「宝塚市役所⇒北摂中央病院」 

でルート検索 

「ぐるっと生瀬」の 

乗継情報が表示される 

路線バス 

コミバス 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 北条鉄道㈱ 

・事業内容  線路設備（枕木）、踏切保安設備等の更新 

・事業費   25 百万円（Ｒ３） 

・負担割合 国 1/3、県 1/6、関係市※1/6、事業者 1/3 
※関係市 加西市・小野市  

 

② 豪雨対策、老朽化対策 

各事業者が国庫補助制度（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策）

を活用して行う豪雨災害事前防災対策や老朽化対策を支援する。 

・事業内容 河川橋りょう対策：橋脚基礎部分の補強、 

異常検知システムの導入 

法面対策        ：法面防護、落石防護 

老朽化対策   ：橋梁の塗装塗り替え 

・事業主体 神戸電鉄㈱、阪急電鉄㈱、 

北近畿タンゴ鉄道㈱※ 

・事 業 費 183 百万円（Ｒ２経済対策補正予算） 

・負担割合 国 1/3、県 1/6、市 1/6、事業者 1/3 

※北近畿タンゴ鉄道の負担割合：7.6％（府県按分）×1/2（県市按分）×1/3 

 

（２）利便性向上の取組 

① 北神急行線市営地下鉄化補助（令和２年度～） 

     北神急行線は、広域交通網の一部を担う路線であることから、広域交通網の利便性

向上のため、北神急行線の市営化（令和２年６月１日）に対して支援する。 

    ・支援総額 20 億円（神戸市取得額 200 億円×市外利用者割合 10%） 

    ・事 業 費 ５億円（Ｒ３）

法面対策の事例(神戸電鉄) 

車両更新(北近畿タンゴ鉄道㈱) 老朽化対策（枕木、砕石交換） 

 



 

（３）利用促進の取組 

① ＪＲ姫新線 

「姫新線利用促進・活性化同盟会」を中心に積極的な利用促進活動を展開しており、 

コロナ禍以前は、年間乗車目標 300 万人を５年連続で達成してきた。 

令和３年度はポストコロナの需要回復を目指し、同盟会を中心にＪＲと連携しな

がら､地域イベントの開催､企画列車の運行、広域時刻表(携帯版）の配布など､継続

して取り組む。 
 

H19.２～H22.３ 輸送改善事業 

          軌道改良 

                 新型ディーゼル車両の導入 

    H22.３～H24.３ 増便社会実験 

                    H24.３以降も増便継続 

    H22.３～        利用促進活動の展開 
 

 

 

 

 

ＩＣカードの利用範囲の拡大 
    

県では、ICOCA が利用可能な駅の拡大をＪＲ西日本へ要望しており、令和３年３月

13 日より山陰本線の５駅、播但線の２駅、福知山線の８駅、県内計 15 駅において、

新たに ICOCA の利用が可能となった。 
   ＜令和３年３月 13 日（土）より ICOCA 利用となった駅＞ 

山陰本線(特急停車駅)：和田山 八鹿 江原 豊岡 城崎温泉(５駅) 

播但線(特急停車駅)：生野 竹田（２駅） 

  福知山線：丹波大山 下滝 谷川 柏原 石生 黒井 市島 丹波竹田(８駅) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年４月から、ＪＲ西日本バス、本四海峡バスがＰｉＴａＰａ
カードによる割引サービスを開始。

導入時期 導入事業者

平成28年12月～ ＪＲ西日本バス、本四海峡バス

平成30年４月～ 神姫バス

令和２年４月予定 淡路交通

平成28年３月26日

平成30年９月15日

令和３年春開始予定

エリア拡大日

 

エリア拡大日 

平成 28 年３月 26 日 

平成 30 年９月 15 日 

令和 ３年３月 13 日 

(単位：万人/年) 

 



 

② ＪＲ山陰本線・播但線 

     鉄道の利便性向上、利用者数の増加の取組を一層強化し、地域の持続的な発展に 

寄与することを目的とした「但馬地域鉄道利便性向上対策アクションプログラム」 

（H30.３月策定）に基づき、利用促進活動に取り組む。 
 

アクションプログラムに位置づけられた主な利便性向上策 
時期 利便性向上策 実施主体 

Ｒ２実施 

浜坂駅構内に図書スペース設置 新温泉町 

八鹿駅無料駐輪場の増設 養父市 

e 通勤プロジェクト 豊岡市 

通園・通学に対する助成 香美町 

鉄道利用者対象の公営施設利用料金の割引 豊岡市､養父市、朝来市、香美町､新温泉町、神河町 

Ｒ３以降 

検討 

和田山駅自由通路整備 朝来市 

八鹿駅前待合駐車場整備および駅前道路整備 養父市 

鉄道利用者対象の公営施設利用料金の割引 豊岡市､養父市、朝来市、香美町､新温泉町、神河町 

免許返納者に対する回数券配布、補助等 豊岡市､養父市、朝来市、香美町､新温泉町、神河町  
 
③ 神戸電鉄㈱ 

    平成 29 年４月に策定した｢神戸電鉄粟生線地域公共交通網形成計画（H29～R3）｣に

基づき、鉄道を軸とした地域公共交通網の維持・活性化等に資する取組を進めるとともに、

利用促進活動の効果等を確認しながら、粟生線の活性化に努める。 

  ア 利用促進の取組 

粟生線沿線地域では、沿線自治体や事業者とともに、鉄道とバスの広域時刻表

「粟生線＆バス乗り継ぎガイド」の発行などの利用促進活動を行っている。 

また、令和２年度は、鉄道のみならず沿線の飲食店や観光施設との一体的な利用促進を

目的とした企画乗車券「神鉄おもてなしきっぷ」を販売し、利用促進に取り組んでいる。 

粟生線の利用状況 

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

粟生線実利用者数(万人) 877 871 846 842 832 815 794 784 

対前年度比 ▲2.77% ▲0.68% ▲2.87% ▲0.47% ▲1.19% ▲2.04% ▲2.58% ▲1.26% 

令和２年の利用状況（神戸電鉄全線の前年同月比[輸送人員]） 

 

イ 次期計画「神戸電鉄粟生線地域公共交通計画」の策定 

   神戸電鉄粟生線の更なる粟生線の維持・活性化に向け「神戸電鉄粟生線活性化

協議会（事務局：三木市）」において、国、県、沿線市（まちづくり担当含む）、

交通事業者等と連携して次期計画を策定する。  

 

ウ 粟生線三木駅再生に向けた取組 

  平成 30 年３月４日の火災により焼失した 

三木駅を再生するため、設置された「神戸 

電鉄粟生線三木駅再生検討協議会（事務局： 

三木市）」に県も参画し、検討を進めている。 

 令和２年 ９月：新駅舎デザイン決定 

 令和３年 12 月：新駅舎完成予定 

 

 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 通年 

前年同月比(％) ▲0.2 ▲0.3 ▲15.6 ▲35.5 ▲40.9 ▲20.7 ▲12.1 ▲14.5 ▲21.6 ▲13.9 ▲11.7 ▲15.2 ▲17.3 

三木駅舎デザイン 



 

５ バス等の運行支援 

（１）路線バスに対する支援 

広域的な幹線の維持確保のため、国の補助制度に県単独の支援制度を加え、沿線

市町とも協調して支援する。 

 

① 国庫協調支援（昭和 47 年度～） 

・支援対象者  市町 

・支援対象路線 広域的な幹線 37 系統（Ｒ３） 

・支援要件   系統当たりの輸送量 15 人以上/日 等 

・予算額    29 百万円（Ｒ３） 

・負担割合   国：県：市町＝1/2：2/30：13/30[実負担 1/30]又は 

1/2：1/30：14/30[実負担 2/30] 

（注）[ ]内は特別交付税措置を除く市町実質負担割合 

② 県単独支援（平成７年度～） 

・支援対象者  市町 

・支援対象路線 広域的な準幹線 80 系統（Ｒ３） 

・支援要件   国庫協調支援の要件に満たない輸送量 ２～14 人/日 等 

・予算額    58 百万円（Ｒ３） 

・負担割合   県：市町＝2/15：13/15[実負担 1/15]又は 

1/15：14/15[実負担 2/15] 

（注）[ ]内は特別交付税措置を除く市町実質負担割合 

 

（２）コミュニティバスに対する支援 

公共交通不便地域等の解消を目指し、市町等が運行するコミュニティバスの運行

経費に対して支援する。 

① 運行支援（市町主体平成 16 年度～ 住民等主体 平成 30 年度～） 

・支援対象者  市町 

・支援対象路線 30 市町のコミュニティバス 372 系統（Ｒ３） 

・支援要件   市町が主体となって運行していること 等 

・予算額    63 百万円（Ｒ３） 

・負担割合   原則        県 1/3、市町 2/3(特別交付税措置を除く市町実質負担割合) 

地域立法指定区域等※ 県 1/2、市町 1/2(      〃     ) 

※過疎地域、辺地、振興山村地域、離島地域、特定農山村地域及び中山間地域 

 

② 立ち上げ支援（平成 20 年度～、車両購入 平成 29 年度～） 

事業者へ運行を委託する方法に比べ初期経費の負担が大き

いことを考慮し、住民等が運行するコミュニティバスに対して

は立ち上げに要する経費も支援。 

・支援対象者  市町 

・支援対象    ６地域（Ｒ３予定） 

・支援対象経費 運行経費、車両購入費、大臣認定講習受講料 

等のコミュニティバスの立ち上げに対して市町が支援した額 

・予算額    ５.６百万円（Ｒ３）(運行経費等 60 万円(10万円/地域)、車両購入：500 万円(50万円/台) 

・負担割合   原則        県 1/3、市町 2/3(特別交付税措置を除く市町実質負担割合) 

地域立法指定区域等※ 県 1/2、市町 1/2(      〃     ) 

※過疎地域、辺地、振興山村地域、離島地域、特定農山村地域及び中山間地域 

  きよみずバス(加東市鴨川地区) 

    (住民が運行する自主運行バス) 



 

あいのりいなみ(稲美町)の利用エリア 

あいのりいなみ(稲美町)車両 

（３）生活交通 MaaS の導入支援（デマンド型乗合交通の実証実験） 
複数の交通手段の経路検索、予約が ICT により可能な MaaS のサービスを活用し、

デマンド型交通の実証実験に取り組む市町を支援。 
 

 
・支 援 対 象 者  市町 

R2：４市町(三田市、加古川市、西脇市、稲美町) 
R3：８市町 

・支援対象経費  運行予約ｼｽﾃﾑﾘｰｽ費  
や車両借上費等のデ 
マンド型交通の実証 
実験に対して市町が 
支援した額 

・補 助 限 度 額  1,000 千円 
（地域あたり） 

・予算額        6.5 百万円（Ｒ３） 
・負 担 割 合  県：市町＝1/3：2/3 

（地域立法指定区域等※ 
を除く地域） 

県：市町＝1/2：1/2 
（地域立法指定区域等※） 

※過疎地域、辺地、振興山村地域、 

離島地域、特定農山村地域及び 

中山間地域 

（注）特別交付税措置を除く 
市町の実質的な負担に 
対して助成 

 

 

 

 

６ 公共交通の観光利用 

（１）観光施策と連携したバスの利用促進 
 ①「バス旅ひょうご 2021」の実施 

観光客への路線バス等の利用を促すため、バス事業者及び沿線市町と連携し、

地域別のバスの乗り放題切符の販売、バスを活用した観光モデルルートのＰＲ等

の取組に参画する。 

・実施主体 (公社)兵庫県バス協会 

・実施期間 通年 

・実施地域  

 

 

 

 

 

 

 

但馬地域 城崎温泉、湯村温泉等の観光地を結ぶバス 

丹波篠山地域 篠山城下町、清水寺等の観光地を結ぶバス 

西播磨地域 姫路城、ちくさ高原等の観光地を結ぶバス 

北播磨地域 
北条鉄道の各駅と、JR 姫路駅及び加西市の法華山

一乗寺等の観光地を結ぶバス 

北淡路地域 花の名所、北淡路地域の観光地を結ぶバス 

南淡路地域 渦潮の名所、南淡路地域の観光地を結ぶバス 



 

② 観光周遊バス「たじまわる」の運行 
       但馬地域において、鉄道駅からの二次交通確保のため、 

余部鉄橋「空の駅」、竹田城跡、城崎温泉など地域の観光 
資源を巡る観光周遊バス「たじまわる」を運行する。令和 
３年度は、豊岡演劇祭期間（９月）にあわせた運行や、 
一部の便では但馬空港で降車もできる運行とする。 
・実施主体 但馬観光協議会 

（事務局：兵庫県但馬県民局） 
・実施期間 コース毎に期間を設定 
・実施コース ６コース（ジオ日本遺産号等） 

 
 
 

７ 新型コロナウイルス感染症対策への支援 
（１）交通事業者の現状 

交通事業者は、外出自粛要請に伴い利用者が大幅に減少する中でも事業活動を継続
してきたことから、安定的な経営継続に支障をきたしている。本県の交通事業者にお
いても、令和２年４月から一貫して、利用者数が昨年度実績を下回る状況(昨年度比
90%未満)が続いており、今もなお厳しい経営状況に直面している。 

（２）国への支援要請 
新型コロナウイルス感染症による交通事業者への影響は全国的な問題であるため、

国に対し、「令和３年度国の予算編成に対する提案（令和２年１１月）」において既
存の補助要件の緩和を含めた国制度の改善等を要望した結果、令和２年度地域公共交
通確保維持改善事業費補助金について補助要件が緩和されることとなった。 

（３）県の支援 

  事  業  名 対 象 者 対 象 経 費 補助実績 

1 

バスにおける感染症防

止対策への支援 

【令和 2 年度 6 月補正】 

民営バス事業者 

a 運転席ビニールカーテン等 

b 非接触型体温計 

（貸切バスのみ） 

a ７事業者 

b ３事業者 

2 

船舶における感染症防

止対策への支援 

【令和 2 年度 6 月補正】 

①旅客船事業者 

②観光船事業者 

喚起設備、ｻｰﾓｸﾞﾗﾌｨ、非接触

型体温計、ｱｸﾘﾙﾎﾞｰﾄﾞ等 
７事業者 

3 

地域公共交通新型コロ

ナウイルス対応型運行

の支援 

【令和 2 年度 9 月補正】 

①地域鉄道事業者 

②路線バス事業者 

③航路事業者

（生活航路） 

車内等の密度に配慮した運

行に要する経費(燃料費、人

件費等) 

①２事業者 

②10 事業者 

③３事業者 

4 

京都丹後鉄道への運行

支援 

【令和 2 年度 9 月補 正、2 月補正】 

WILLER 

TRAINS（株） 

・定期外運輸収入の減収額 

 (令和２年３月～11 月) 

・車両貸出料収入の減収額 

 (令和２年５月～６月) 

－ 

5 

中小企業事業再開支援

事業（産業労働部労政

福祉課） 

【令和 2 年度 6 月補正】 

交通事業者を

含む中小企業 

感染拡大を防止するために

要した経費 

（資材費、設備購入費等） 

－ 

 



 

Ⅱ 航空ネットワークの整備・推進について  

 

１ 関西３空港 

新型コロナウイルス感染症の収束後を見据え、回復後の拡大が期待される航空需要を

関西全体で取り込み、関西経済を浮揚させていくため、人的交流と物流の拠点として、

関西３空港の最大活用を目指す。 

 

（１）３空港の強みと運用 

区 分 関西国際空港 伊丹空港 神戸空港 

運営権者 関西エアポート㈱(H28.4～) 
関西エアポート神戸㈱(H30.4～） 
(関西エアポート㈱100％子会社) 

強 み 
・首都圏空港と並ぶ２大

国際ハブ空港 

・24 時間運用の海上空港 

市街地に位置する利便性
の高い都市型空港 

市街地からのアクセスに
優れ、理論上は 24 時間運

用可能な海上空港 

運 用 
運用時間：制限なし(24 時間) 
発 着 回：制限なし 
国際ﾁｬｰﾀｰ便：制限なし 

運用時間：7 時～21 時(14 時間) 
発 着 回：370 回/日 
国際ﾁｬｰﾀｰ便：オウンユース※2限定 

運用時間：7 時～23 時(16 時間) ※1 
発 着 回：80 回/日※1 
国際ﾁｬｰﾀｰ便：オウンユース※2限定 

※１ 関西３空港懇談会（R 元.5.11）での合意に基づき拡大 

※２ オウンユース：企業や個人が自己使用のために料金を全額負担し、貸切で運航する臨時便 

 

（２）３空港の最大活用に向けた取り組み 

①  関西３空港懇談会の開催 

・ ３空港一体運営の実現や航空需要の拡大を背景とした、令和元年５月の関西

３空港懇談会において、各空港の短期及び中期の取組が取りまとめられた。 

   ・ 令和２年 11 月には、関西国際空港の感染症への水際対策とターミナル改修の

必要性とともに、短期及び中期の取組みを引き続き進めることを確認。 

・ 次回懇談会では、感染症の収束状況を見極めつつ、関西国際空港の将来需要

に応じた発着回数の引上げを議論予定。県としては、引き続き神戸空港の国際

化とともに、需要に応じた発着回数と運用時間の設定を主張していく。伊丹空

港についても、国と地元で結んだ存続協定を踏まえた上で、国際便の就航可能

性を含めた今後のあり方を議論していく。 

ア 構成団体 

構成

団体 

自治体 京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、大阪市、堺市、神戸市 

経済界 大阪商工会議所、神戸商工会議所 

空港会社 新関西国際空港(株)、関西エアポート(株) 

事務局 関西経済連合会 

オブザーバー 国土交通省 

 

  イ 取りまとめ概要(R 元.5.11) 
（2021年頃までの短期の視点に立った取組） 

・関西国際空港：災害対応力の抜本的強化、国際拠点空港としての一層の機能強化 
・伊丹空港：ターミナル改修等による機能強化・利便性向上 
・神戸空港：国内線発着枠、運用時間の段階的拡大 

（最大発着回数60回→80回/日、運用時間を22時→23時まで延長） 
空港アクセス強化の検討、プライベートジェットの受入推進 

 

 



 

（2025年頃までの中期の視点に立った取組） 
・関西国際空港：旅客処理能力の拡大継続、環境影響調査の検証、将来需要に応じた

発着容量の拡張可能性に関する検討、国際拠点空港としての競争力
強化と需要拡大 

・神戸空港：国際化を含む空港機能のあり方の検討 
（上記以外の課題） 
・伊丹空港 ○存続協定を尊重し、地元関係者と対話しながら取組を進めること 

が重要 
○運用時間外の発着便や代替着陸便等の発生に対し、定時運航率向

上などに取り組み、周辺環境改善への努力と利用者利便の向上を
図る。 

○上記の課題解決を図った上で、存続協定や国の経営統合方針、地
元の意向、短中期の取組等を踏まえ、また、将来の大幅な需要変
動を見据えて、国際便の就航可能性を含めた今後のあり方につい

て、状況に応じて議論 

  （その他の取組） 

  ・2025 年大阪・関西万博など、国際イベントの臨時的対応は、懇談会でその時々
に議論 

 

② 就航路線の利用拡大 

各空港の利用促進協議会に参画し、就航路線の周年イベントや就航都市での
プロモーション等を通じた利用拡大を図る。また、(公社)ひょうご観光本部と連
携し、就航先ＤＭＯとの相互誘客ネットワークの構築を図る。 

③ 地元気運の醸成 

関西３空港の最大活用について考えるセミナー・フォーラムの開催を通じ、

３空港の魅力や可能性を広く発信することで最大活用に向けた地元気運を醸成
する。 

 
              
 

   関西３空港の最大活用について考えるセミナー 
 

    令和２年 11 月に開催したセミナーでは、学識者や航空会社から「ポストコロ

ナ時代」の新展開を共通テーマとする講演を行った。 
 

      ・「ポストコロナ時代の観光マーケットと戦略」 

東洋大学国際観光学部 森下 晶美 教授 

➣今後の旅行志向として、「コト消費」をベース

とした目的型旅行が増える。例えば地域文化体

験を楽しむための旅行。ワーケーションも将来

的にインバウンドを取り込める可能性がある。 
 

・「仙台空港が目指す民間空港運営モデルと事業戦略」東急㈱ 土田 博志 部長 

・「定時運航・環境・感染症対策」 日本航空㈱ 柳川 麻里 大阪空港支店長 

・「関西３空港の活用と新型コロナウイルス感染症への対応」 

全日本空輸㈱ 杉浦 賢 大阪空港支店長  
➣航空機内の空気は、高性能フィルタと循環装置により２～３分で入れ替わる

ため、安心して利用いただける。 
➣今は厳しいが、観光等のレジャー利用は形を変えて徐々に戻ってくると予測。 

 



 

（３）関 西 国 際 空 港 

①  概 要 

関西国際空港は、国際線 91 都市、国内線 17 都市(令和元年冬ダイヤ)とのネッ

トワークを持つ、24 時間運用の海上空港である。 

ＬＣＣ(格安航空会社)の就航により、旅客数はインバウンドを中心に好調に推

移してきたが、コロナ禍の影響により、令和２年の国際線旅客数は 351 万人、国

内線と国際線を合わせた総旅客数は 656 万人と、開港以来最低水準となった。 
 

・空港の種別 ： 拠点空港（会社管理空港） 

・設置管理者 ： 新関西国際空港株式会社 

・運 営 権 者 ： 関西エアポート株式会社 
(2016(H28).4.1～2060(R42).3.31) 

・設 置 場 所 ： 泉佐野市、泉南市、泉南郡田尻町 

・滑 走 路 ： ２本（4,000ｍ、3,500ｍ） 

・面 積 ： 1,068ha 
・開 港 ： 平成 6 年 9 月 
・事 業 費 ： 2 兆 4,522 億円 

 
② 利用状況 

・路線(R 元冬ﾀﾞｲﾔ)：国際線：25 ヶ国(地域)91 都市 1,553 便／週（過去最高の便数） 

国内線：17 都市、70 便／日 

※LCC 占有率：国際線便数の 32.6％(21 社)、国内線便数の 57.1％(3 社) 

・旅 客 数(R２年)：656 万人     国際 351 万人 対前年比 85.9％減 
・旅 客 数(R２年)：  656 万人    国内 305 万人 対前年比 56.3％減 

・発着回数(R２年)：8.3 万回/年  国際 5.0 万回 対前年比 67.9％減 
・発着回数(R２年)：8.3 万回/年  国内 3.3 万回 対前年比 33.0％減 

 
【旅客数、発着回数の推移】                 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

    年度                                  

区分 
29年度 30年度 R元年度 

 【参考:暦年(1～12月)】 

対前年度比 Ｒ元年 Ｒ２年 対前年比 

旅 客 数 

(人) 

国際線 21,905,917 22,896,449 22,061,541 ▲3.6% 24,933,837 3,511,096 ▲85.9％ 

国内線 6,901,445 6,512,689 6,705,358 ＋3.0% 6,981,770 3,048,971 ▲56.3％ 

計 28,807,362 29,409,138 28,766,899 ▲2.2% 31,915,607 6,560,067 ▲79.4％ 

発 着 回 数 

(回) 

国際線 138,400 143,092 146,884 ＋2.7% 157,885 50,685 ▲67.9％ 

国内線 49,876 46,566 49,138 ＋5.5% 48,892 32,735 ▲33.0％ 

計 188,276 189,658 196,022 ＋3.4% 206,777 83,420 ▲59.7％ 

 

【関西国際空港】 
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③  容量拡大に向けた検討 

令和元年度の年間発着回数は 19.6 万回に到達し、平成 10 年度の環境影響評価時

の想定発着回数 23 万回に迫っている。このため関西エアポート㈱等は、令和２年

１月に本県を含む関係自治体、経済界等で検討委員会を設置し、感染症の影響も踏

まえた将来需要の推計を行っている。 

 

④  利用促進の取り組み 

地元自治体や経済界等で構成する関西国際空港全体構想促進協議会において、利

用回復の取り組みとともに、今後の感染症収束期を見据え、航空会社によるプロモ

ーション活動への支援など本格回復に向けた取組を強化する。 

 

ア 航空ネットワークの回復促進 

安心して帰省や旅行ができるよう、航空会社（ピーチ・アビエーション）の協

力も得て旅客が搭乗前に行う PCR検査費用を助成し、国内航空路線の回復を促す。 

 

イ 安全安心な空港環境の整備 

空港ターミナル等における感染症予防対策の取組を支援するとともに、その内

容をホームページ等で周知し、空港利用に対する安心感を高める。 

 

 
 

 
関西国際空港 第１ターミナルリノベーション 

 

関西エアポート㈱は、開港から約 25 年が経過する第１ターミナルの機能を、大阪・

関西万博が開催される令和７年春までに強化する。 

 これに対し、国は、令和２年度第３次補正予算で財政投融資 2,000 億円を計上し、

インバウンドの再拡大に備えた機能強化を支援する。 

 

➣国際線受入能力を約 4,000 万人に引上げ、うち第１ターミナルは約 3,000 万人を

受け入れ（当初計画約 1,200 万人、令和元年度実績約 2,200 万人） 

➣国際線駐機スポット５増設（34→39） 

➣国際線出発エリアの拡大（3～4 階→2～4 階、面積で 6 割拡大） 

➣免税店や飲食店等のエリアを拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関西エアポート㈱ 令和元年12月記者発表資料】 
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（４）大 阪 国 際 空 港 (伊 丹 空 港) 

① 概 要 

伊丹空港は、国内 26 都市とのネットワークを有し、都市に近接する利便性の高

い国内基幹空港として、安定した旅客数を確保してきた。 

コロナ禍の影響を受け、令和２年の旅客数は 767 万人と、国際線が移管された

平成６年以降で最低水準となった。 

 

     ・空港の種別  ： 拠点空港（会社管理空港） 

    ・設置管理者  ： 新関西国際空港株式会社 

・運 営 権 者 ： 関西エアポート株式会社 

(2016(H28).4.1～2060(R42).3.31) 

    ・設 置 場 所  ： 伊丹市、豊中市、池田市 

    ・滑 走 路  ： ２本（3,000ｍ、1,828ｍ） 

    ・面 積  ： 312ha 

 

②  利用状況 

   ・路 線 等 (R3.4 月)：26 都市 185 便／日 

・旅 客 数 (R２年)：   767 万人（対前年比 53.5％減）  

・発着回数 (R２年)： 9.6 万回/年（対前年比 30.5％減）   

 

 

【旅客数、発着回数の推移】ｌ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  年度 

区分 
29 年度 30 年度 R元年度 

 【参考：暦年(1～12月)】 

対前年度比 Ｒ元年 Ｒ２年 対前年比 

旅 客 数 

(人) 
15,677,361 16,299,264 15,765,029 ▲3.3% 16,504,209 7,672,386 ▲53.5％ 

発着回数 

(回) 
138,351 138,490 137,196 ▲0.9% 138,430 96,215 ▲30.5％ 

 

 

 

【伊丹空港】 

 

H6.9 
国際線移管 



 

 

伊丹空港 ターミナルビルの改修 
 

50 年前の開設以来初めてとなるターミナルビルの大規模改修は、平成 30 年４月

に中央及び屋上エリアを先行オープンした後、令和２年８月５日に商業エリアがオ

ープンし、改修が完了。空港機能が刷新され、魅力が向上した。     

  【主な改修内容】 

   ・保安検査場通過後に、ウォークスルー型商業エリアを新たに整備 

   ・手荷物検査用トレーの移動を自動化した「スマートレーン」を導入し、検査待ち

時間を短縮 

   ・ムービングウォーク（動く歩道）を増設（2→14 基） 

 

 
 

 

 

 

③ 利用促進の取り組み 

大阪国際空港利用促進協議会として、地元伊丹市とともに兵庫への誘客を通じ

た利用拡大を図る。 

ア 就航路線の利用率向上 

強化を要する路線の就航先において、航空会社

や(公社)ひょうご観光本部と連携し、航空機を利

用した兵庫への旅行意欲を誘発し、利用率向上に

つなげる。 

イ アクセス強化 

ＪＲ伊丹駅と空港を結ぶ直行バス便に、伊丹市

が令和２年３月から「伊丹エアポートライナー」

として専用車両を導入。伊丹市内での横断幕設置

や車体ラッピング等により利用促進を図る。   

【伊丹エアポートライナー(専用車両)の特徴】 

   ・キャリーバック等の荷物置場を設置 

・多言語による車内表示 

   ・停留所 

ＪＲ伊丹駅－伊丹シティホテル－阪急伊丹駅－ 

神津－伊丹空港 

 

 

伊丹－仙台線の PR 
【仙台空港(R2.11)】 

【伊丹ｴｱﾎﾟｰﾄﾗｲﾅｰ（専用車両）】 
 

【ウォークスルー型商業エリア】 【３人同時に検査可能なスマートレーン】 



 

（５）神 戸 空 港 

① 概 要 

神戸空港は、ポートアイランド沖に整備された海上空港であり、神戸の中心地

（三宮）まで８km、18 分と利便性が高い。 

全国の地方管理空港（54 空港）の中では最も旅客数が多く、就航先は東京羽田

のほか北海道、東北、関東、中部、四国、九州、沖縄の 12 都市と近年増加傾向

にある。 

コロナ禍の影響を受け、令和２年の旅客数は 163 万人と、開港以来最低水準と

なった。 
  

     ・空港の種別： 地方管理空港 

     ・設置管理者： 神戸市 

    ・運 営 権 者： 関西エアポート神戸株式会社 

(2018(H30).4.1～2060(R42).3.31) 

     ・設 置 場 所： 神戸市中央区 

     ・滑 走 路： １本（2,500ｍ） 

     ・面 積： 272ha(空港関連用地を含めた空港島全体) 

     ・開 港： 平成 18 年２月 16 日        

     ・事 業 費： 594 億円                                                                     
 

② 利用状況                                        

・路 線 等 (R3.4 月)：12 都市 38 便／日 

・旅 客 数 (R２年)：    163 万人(対前年比 51.7％減) 

・発着回数 (R２年)： 2.6 万回/年(対前年比 16.4％減) 
 
【旅客数、発着回数の推移】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 

区分 
29 年度 30 年度 R 元年度 

 【参考：暦年(1～12 月)】 

対前年度比 Ｒ元年 Ｒ２年 対前年比 

旅 客 数 

(人) 
3,136,714 3,190,606 3,292,780 ＋3.2% 3,363,237 1,625,646 ▲51.7％ 

発着回数 

(回) 
27,702 29,613 32,825 ＋10.8% 31,391 26,247 ▲16.4％ 
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【神戸空港】 

 



 

 

③ 利用促進の取り組み 

県と神戸市、神戸商工会議所等で構成する神戸空港利用推進協議会を中心に、

就航先自治体等とも連携し、利用拡大を図る。 

 

 

ア 就航路線の利用率向上 

就航都市の旅行会社に対し、旅行商品助成制度の紹介をはじめ、兵庫・神

戸の魅力を広報することにより、団体利用を促進し、利用率向上につなげる。

令和３年度は、助成対象を拡大するとともに県内宿泊加算を設け、低迷する航

空需要の早期回復を図る。 

また、就航先自治体、ＤＭＯ間の関係を強化し、相互誘客の仕組みを確立

することで、安定的な利用者の確保を図る。 

 

 

イ 利用者向け広報活動 

開港 15 周年を記念し、３月 20、21 日に

神戸ハーバーランドumie及び神戸空港にお

いて、就航都市の観光ＰＲや物産販売、空

港内バスツアー等を実施した。 

今後、航空機内や空港内の感染症予防の

取り組みを広報し、安全性に対する利用者

の理解を高めるとともに、本格的な需要回

復に備え、多様な路線を有する神戸空港の

魅力を幅広く周知する。 

 

 

ウ 海上アクセスの充実 

神戸空港～関西国際空港間を約 30 分

で結ぶ神戸－関空ベイシャトルを利用

した旅行商品の造成、広報により利用拡

大を図る。 

【神戸－関空ベイシャトルの概要】 

・運  航：16 便/日（7～8 便に減便中） 

・定  員：110 名 

 

 

 

 

 

 

 

【神戸－関空ベイシャトル】 

 

 

 

【神戸空港開港 15 周年イベント】 



 

          

 

神戸空港における多様な路線展開、アクセス強化の取組み 
 

神戸空港の発着枠拡大を機に、フジドリームエアラインズ（FDA）、スカイマー

クが新規路線を順次就航。 

また、旅客数増加に対応するため、神戸市において空港島へのアクセス機能の

強化も進められている。 
 

  １ 新規就航 

➣フジドリームエアラインズ（FDA） 

  令和元年10月27日～ 松本、出雲（～R3.3.27） 

12月20日～ 高知 

  令和２年３月29日～ 青森 

  令和３年３月28日～ 花巻（岩手） 
 

➣スカイマーク 

   令和２年 10 月 25 日～ 下地島（宮古島） 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

     

   

 

 

 

 

 

 

２ 神戸市によるアクセス機能強化 

   ➣生田川右岸線の機能強化（４→６車線化、交差点改良）：令和５年度完成予定 

   ➣空港連絡橋の拡幅（２→４車線）：令和５年度中の供用開始を目標 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

【ＦＤＡ機】 

 

【空港連絡橋】 

 

 

 

【下地島(宮古島)線就航式典(R2.10)】 

 

 

宮古空港 

宮古島 

下地島空港 

伊良部島 

下地島 

【下地島（宮古島）位置図】 

 

 

 

【花巻線就航お見送りの様子】 

 

 



 

２ コウノトリ但馬空港 

（１）概  要  

コウノトリ但馬空港は、但馬地域と神戸･阪神地域、さらに首都圏や全国各地と

を短時間で結び、交流人口の拡大や地域の活性化に多大な役割を果たしている。 

空港発着便として、日本エアコミューター株式会社が大阪国際空港(伊丹空港)と

の間を朝夕の２便運航し、但馬～伊丹間を 35 分、但馬～東京国際空港(羽田空港)

間を伊丹乗継ぎにより最短約２時間で結んでいる。 
 
・空港の種別：その他の空港 

・設置管理者：兵庫県 

・運 営 権 者：但馬空港ターミナル株式会社（R2.4.1～R7.3.31） 

・設 置 場 所：豊岡市(JR 豊岡駅から直線で約４㎞) 

・滑 走 路：１本(1,200ｍ) 

・面 積：37.9ha 

・開 港：平成６年５月 18 日 

・事 業 費：179 億円 

 

（２）利用状況 

令和２年の但馬～伊丹路線利用者数は 20,965 人と、コロナ禍の影響により、 

対前年比 50％にとどまった。 

・旅 客 数（R２年）：20,965人（対前年比50.2％減） 

・発着回数（R２年）： 2,908回（対前年比26.5％減） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度    
区分 29年度 30年度 R 元年度 

 【参考:暦年(1～12 月)】 

対前年度比 Ｒ元年 Ｒ２年 対前年比 

旅客数(人) 31,967 42,220 40,559 ▲3.9% 42,105 20,965 ▲50.2% 

 うち但馬-羽田利用者数 11,211 13,908 14,233 2.3% 14,388 7,012 ▲51.3% 

発着回数(回) 4,696 4,026 3,780 ▲6.1% 3,954 2,908 ▲26.5% 
 定期便 1,326 1,368 1,292 ▲5.6% 1,302 1,144 ▲12.1% 

定期便以外 3,370 2,658 2,488 ▲6.4% 2,652 1,764 ▲33.5% 

定期便利用率(％) 69.7 66.5 65.2 ▲1.3 ㌽ 67.3 38.1 ▲29.2㌽ 

【旅客数、発着回数の推移】 

※R2.5/7～7/16：夕便(往復)運休、R3.2/1～3/11：朝便(往復)運休 
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（３）利用促進の取り組み 

但馬３市２町、自治会、商工会・商工会議所、観光協会など約 90 団体で構成する但

馬空港推進協議会を中心に、利用者数の拡大と空港の利活用に取り組む。 
 
 ① 利用者数の回復・拡大 

感染症の収束期を見据え、利用者数を回復・拡大するため、但馬地域を中心に、未

利用者へ初乗りを促す取り組み等を継続するとともに、旅行商品の開発等を通じ関西

圏・首都圏からの航空便による誘客に取り組む。 
 
 ② 但馬空港の利活用 

 ア 空港の賑わいづくり 

地域に親しまれる空港として、賑わいの創出に取り組む。 

・空港を見学する｢但馬空港 まるごと見せちゃいます企画｣ 

・但馬空港イベント「但馬空の自然教室」の開催 

・滑走路を利用した｢滑走路往復 早朝マラソン大会｣ 等 

イ 空港の多面的な活用 

空港が有する機能を多面的に活用する。 

・大規模災害時における広域搬送拠点（SCU）をはじめ、救援・救護、復旧活動等

の支援拠点としての活用 

・空港西側広場の一部を活用した豊岡市による太陽光発電事業 

・定期便の発着時間外を活用した民間業者運営の小型機によるスカイダイビング 

 

（４）空港の機能強化の検討 

   令和２年２月に「コウノトリ但馬空港のあり方懇話会」(有識者・地元代表者等 14

名)を設置し、開港 25 年を経た但馬空港が今後の地域振興に果たすべき役割について

中長期的な視点で検討を継続している。 

今後、感染症収束後の航空需要予測を精査し、懇話会において費用対効果等の検討

を行う。機能強化については、懇話会の取りまとめ結果、航空需要の動向を踏まえて

検討する。 
 
【コウノトリ但馬空港のあり方懇話会の実施状況】 

・第１回懇話会  令和２年２月６日 （但馬空港の概要、取り巻く環境の変化） 

・第２回懇話会  令和２年７月 13 日（機能強化の方策、需要予測の手法） 

・第３回懇話会  令和３年度    （取りまとめ） 

 

（５）新たな路線展開 

① 首都圏直行便 

伊丹空港で乗継ぐ但馬～羽田利用者は、感染症拡大前の令和元年度には、約１万４千

人と旅客数の約４割を占め、首都圏への直行便にはビジネスと観光の両面での利用が見

込まれる。 

今後も、羽田直行便の実現に向け、羽田発着枠政策コンテストの活用を視野に、地

元と連携しながら、国や航空会社への働きかけを行う。あわせて、広く首都圏の空港

への乗り入れの可能性について検討を進める。 

 

 

 



 

② 多様な路線展開 

地方と地方を結ぶ航空路線を介した但馬地域の交流人口拡大を目指し、新たな航空

需要を創出するため、昨年度の長崎空港に引き続き、国内地方空港との間において臨

時チャーター便を運航する。 

 

  

臨時チャーター便の運航 

長崎空港に拠点を持つオリエンタルエアブリッジ(株)（ORC）が運航する臨時チャー

ター便により、但馬観光協議会の協力も得て、但馬空港と長崎空港を初めて直行便で

結ぶ双方向のツアーを実施した。 
  

・日    程  令和２年 12 月３～５日（２泊３日） 

・チャーター機  ORC DHC-8-201（39 人乗り） 

・運 航 便 数  ２往復 

・参 加 者 数  但馬出発客：29 名、長崎出発客：23 名 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

（６）空港施設の維持保全 

① 老朽化対策 

航空機の安全かつ安定航行のため、無線施設、照明施設など空港施設の老朽化対策

として、施設の点検、維持、修繕・更新を計画的に進める。 
 

② 滑走路舗装の更新 

滑走路舗装の更新工事を「ひょうごインフラ・メンテナンス 10 箇年計画」に位置

づけ、国補助も活用しながら計画的に実施する。 

・事 業 期 間 ： H28～R3 年度 

 

 

 

 

【但馬空港から長崎に出発する旅行客】 【ORC のﾁｬｰﾀｰ機と定期便ｺｳﾉﾄﾘ号(奥)】 

 


